
1１．日本における再エネ出力制御実施状況 資料１

⚫ 再エネ導入量拡大により受電エリア側でも下げ代余力が少なくなったことから、2022年度
以降、再エネ出力制御の発生エリアは拡大。出力制御実績としては日本全体では約1.8％
程度（2023年度）。

出典：資源エネルギー庁 第52回系統WG資料1

2025年5月16日
電気事業連合会



2２．再エネ出力制御の必要性（出力制御による導入量の拡大）

⚫ 出力制御は、再エネの接続量と発電量を増やすことができるというメリットがある。

⚫ 以前は、出力制御を一定範囲に収めるように再エネの接続量を制限していたが、再エネ出力
制御を前提として再エネ接続量を増やすことで、再エネ導入量が拡大し、出力制御していない
時間帯では再エネ発電量を増加することが可能。

【再エネ出力制御なし】

再エネ出力制御ができないため、再エネ導入量に制限がある。
（再エネ発電量を増加することができないため、火力で対応。）

【再エネ出力制御あり】

再エネ導入量が拡大し、再エネ発電量も増加することがで
きる。ただし、需要の小さい日は再エネ出力制御が必要。
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3【参考】海外における再エネ出力制御実施状況

⚫ 諸外国においても再エネの出力制御は一般的に実施されている状況。

出典：資源エネルギー庁第52回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会資料3 ※電事連にて一部加工



4【参考】連系線の増強

出典：資源エネルギー庁 第49回再エネ大量導入・次世代NW小委 資料3

⚫ 2050年カーボンニュートラル実現を見据えた将来の広域連系系統の具体的な絵姿を示す  
長期展望と、具体化する取組みとして「広域連系系統のマスタープラン」がとりまとめられた。

⚫ 現在、①東地域（北海道～東北～東京間の連系線）、②中西地域（関門連系線、中地
域）の系統整備に関して有資格事業者が選定。



5【参考】余剰電力解消に関する取組み（優先給電ルール）

⚫ 余剰電力が発生する場合には、電力広域的運営推進機関（広域機関）のルールで決めら
れた順番（優先給電ルール）で発電設備の出力を制御し、需給バランスを維持。

⚫ ①～③の順に最大限の対策を行い、それでもなお余剰電力を解消できない場合に限り、④太
陽光・風力の出力制御を実施。

⚫ また、太陽光・風力の出力制御の実施後は、広域機関にて妥当性を検証。
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※1：電力を活用した水の汲み上げや蓄電池(一般送配電事業者所有)への充電
※2：地域に賦存する資源を活用する設備であり、燃料貯蔵や技術的制約等により出力制御が困難な場合は除く
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6３ー１．出力制御抑制の取り組み（火力の出力抑制）

【火力と再エネの発電出力（イメージ）】
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再エネ

再エネの出力制御
（最大限の対策を前提に必要な場合に限る）

⚫ 新規の火力については、2020年4月以降、発電出力を技術的に合理的な範囲で最大限
抑制（50％以下）することが電力系統に接続する際の要件。

⚫ 2023年5月、資源エネルギー庁の審議会において、新設火力発電の最低出力については
50%から30%に引き下げるとともに、既設についても同基準を努力目標として協力を求める
方針が決定。



7３ー２．出力制御抑制の取り組み（需要側の取り組み）

⚫ 2023年12月にとりまとめられた、再生可能エネルギーの出力制御抑制に向けた対策パッケー
ジにおける需要側の対策として、家庭部門における「ヒートポンプ給湯機の活用」が主要な対
策として位置づけられた。

⚫ 太陽光を中心とした再生可能エネルギーの導入が拡大していく中では、太陽光を余すことなく
利用するために、DR活用に有用なヒートポンプ給湯機の導入拡大が益々重要となる。 

出所：再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2023年12月19日）

＜ヒートポンプ給湯機のDR活用イメージ＞

上げDR
(需要シフト)



8【参考】ヒートポンプ給湯機に期待されるDR機能

⚫ ヒートポンプ給湯機は、貯湯槽を有する(ヒートポンプにより汲み上げた熱をお湯として貯めておく)ことから、
実際のお湯の使用時間帯にかかわらず、電気の通電時間(ヒートポンプの稼働時間)を柔軟に変更すること
が可能であるため、翌日の需給状況を踏まえた制御が可能であり、通電時間の変更により、上げDR・下げ
DRに活用可能。

⚫ 一方で、そうしたDR対応を人の手作業で継続して行うことは困難であることから、遠隔制御が可能な機能
を具備(DRready化)したヒートポンプ給湯機の普及拡大が望まれる。このため、DRready勉強会におい
て、ヒートポンプ給湯機に求められるDRready要件(案)がまとめられ(通信接続機能、外部制御機能、セ
キュリティ)、今後、省エネ法の枠組みの中で、製造事業者等に対して、目標年度(2029年度)までに
DRready機能を具備した製品の導入を求める仕組みが導入される見通し。

出所：第4回DRready勉強会（2025年1月28日）

再エネ余剰時は沸き上げ時間の変更により昼間へ上げDR
（需給ひっ迫時は、沸き上げ時間の変更により下げDR） ヒートポンプ給湯機

アグリゲーター
（遠隔制御者）

DR指令

DRready要件
１．機器とアグリゲーター間の通信方式に係る要件
２．機器遠隔制御にあたって必要な機能の要件
３．機器側に求めるサイバーセキュリティ要件



9【参考】デマンド・レスポンスの定義

⚫ ディマンドリスポンス(DR)とは、需要家側エネルギーリソースの保有者もしくは第三者が、そのエネ
ルギーリソースを制御することで、電力需要パターンを変化させる。

⚫ DRは、需要制御のパターンによって、需要を減らす(抑制する)「下げDR」、需要を増やす(創
出する)「上げDR」の二つに区分。

出典：資源エネルギー庁ホームページ



10

以下、参考事例



【参考】上げDR取り組み事例（機器開発）

（出所：東京電力EP ホームページ）

⚫ 太陽光のさらなる導入や卒FITの発生といった情勢の変化を背景に、お客さまに太陽光の余剰
電力を有効に活用いただく(＝上げDR)観点から、東京電力エナジーパートナー、電力中央研
究所、エコキュートメーカーは、「おひさまエコキュート」を共同開発。

⚫ 東京電力エナジーパートナーは機器開発と連動して、「おひさまエコキュート」に対応する電力業
界初の料金メニューとして「くらし上手」を導入。その後、電力各社において、おひさまエコキュート
の普及拡大に対応した料金メニューも実装されつつある状況。
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【参考】上げDR取り組み事例（料金メニュー:昼安TOU・特定時間帯割引）

⚫ 主に出力制御が実施される時間帯（昼間）の料金単価を、他の時間帯より割安に設定する
ことで、昼間に需要を創出（ピークシフト）し、再エネ有効活用に資することを目的とした料金
メニューが実装済。

⚫ 年間を通して対応する料金メニューの他、特定季節のみ対応するオプションメニューも存在。

分類
料金メニュー

TOU（昼安）型 特定時間帯割引型（オプション）

イメージ

特徴
✓端境期の昼間時間帯を他の時間帯より割安にすることによって、昼
間時間帯への負荷移行を促す

✓特定の期間・時間帯の使用分について割引することにより当該時間帯へ負
荷移行・負荷造成を促す

事例 中部、中国、四国、九州 中国

DRready 行動変容 行動変容

出所：九州電力ホームページ 出所：中国電力ホームページ
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【参考】上げDR取り組み事例（料金メニュー:フラット）

⚫ 終日同一の料金単価とすることで、どの時間帯にも機器を使用することができる、フラット型の料
金メニューが実装済。フラット型＋DRサービス（行動変容型）を組み合わせることで、出力制
御が見込まれる時間帯への需要シフトが可能。
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分類
料金メニュー

フラット型（機器対応）

イメージ

特徴
✓フラット型にすることによりおひさまｴｺｷｭｰﾄ等の導入メリットによる
負荷移行

✓フラット型のため外部制御時に料金変動なし

事例 北海道、東北、東京EP

DRready 行動変容

出所：東北電力ホームページ



【参考】上げDR取り組み事例（ポイントサービス:行動型・機器制御型）

⚫ より実需給に近い断面でDR実施を判断し、DR量等に応じて、ポイントを付与することで、出力
制御が見込まれる時間帯への需要シフトを推進。

⚫ 消費者の行動変容によるものと、事業者による機器制御を行うものとに分類。
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分類
ポイントサービス

行動変容型 機器制御型

イメージ

特徴

✓DR量に応じてポイント付与することにより、指定した時間帯への負
荷移行を促す

✓上げ/下げ両方のDRに対応

✓特定の機器（エコキュート・蓄電池）を遠隔制御することにより負荷移
行を実現（対価としてポイント付与）

事例 東北、東京EP、中部MZ、北陸、関西、中国、四国、九州 東北、東京EP、中部MZ、北陸、関西

DRready 行動変容 機器遠隔制御型

出所：北陸電力ホームページ出所：東京電力EPホームページ



【参考】上げDR取り組み事例（複合型）

⚫ 北陸電力では、料金メニュー（フラット型）の中に料金割引と機器制御（行動変容による需
要シフトも含まれる）を組み合わせた複合型の取り組みを実施。
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分類 複合型

イメージ

特徴

✓フラット型の料金メニューとしつつ、実需給に近い断面（前日まで）に割引対象時間を通知し、当該時間
帯の使用分を割引（エコキュート等の遠隔制御とあわせて負荷以降・負荷造成を図る）

✓エコキュートの遠隔制御サービスを受けることが条件
✓割引対象には、エコキュート以外の使用量が含まれる

出所：北陸電力ホームページ
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